
- 55 -

３３３３ 「「「「計画計画計画計画のののの指標指標指標指標」」」」目標値設定目標値設定目標値設定目標値設定のののの根拠根拠根拠根拠

現状値（年度） 目標値（年度） 目標値設定の根拠

1 地域子育て支援拠点箇所数  76か所（H22）     91か所（H26） 平成21年度の市町村意向調査結果を基に設定

2
ファミリー・サポート・センター設
置市町村数

15市町村（H22） 23市町村（H26）
平成21年時点の設置市町村数や市町村の人口規
模等を勘案し設定

3 認可保育所定員数 30,748人（H22） 34,785人（H26） 平成21年度の市町村意向調査結果を基に設定

4 放課後児童クラブの受入児童数 8,414人（H22） 10,827人（H26） 平成21年度の市町村意向調査結果を基に設定

5 介護支援専門員養成数（累計） 4,520人（H22） ※１ ※1

6 市町村のDV防止基本計画の策定 0％（H22） 26.0％（H28） 11市での計画策定を目標値に設定

7 乳がん検診受診率 18.4%（H21） 50%（H28） 国のがん対策推進基本計画に準じて設定

8 子宮頸がん検診受信率 23.5%（H21） 50%（H28） 国のがん対策推進基本計画に準じて設定

9 女性農業委員の割合 7.2%（H22） ※２ ※２

10 家族経営協定締結の農家数 488戸（H22） ※２ ※２

11
沖縄県ワーク・ライフ・バランス企
業認証取得企業数

23社（H22） 50社（H28） これまでの実績を勘案し設定

12 男性の育児休業取得率 1.3%（H22） 3.0%（H28） これまでの調査結果を参考に設定

13
年次有給休暇取得率
（常用雇用労働者）

49.0％（H22） 60.0%（H28） これまでの調査結果及び国の指標を参考に設定

14
年次有給休暇取得率
（パートタイム労働者）

52.5％（H22） 60.0%（H28） これまでの調査結果及び国の指標を参考に設定

15
男女共同参画社会の形成の促進を図
る活動を行うNPO法人の数

12団体（H22） 20団体（H28） これまでの届出の状況を勘案し設定

16 シルバー人材センター会員数 5,755人（H22） 7,000人（H28）
沖縄県シルバー人材センター連合における目標数
（年200人増）の積算により設定

17 市議会議員に占める女性の割合
8.9%

（H23.4月）
12.9%（H28）

各都道府県における市議会の平均値を設定
（H22.12月内閣府調査時点）

18 町村議会議員に占める女性の割合
4.5%

（H23.4月）
8.1%（H28）

各都道府県における町村議会の平均値を設定
（H22.12月内閣府調査時点）

19
市町村の審議会等委員に占める女性
の割合

25.6%
（H23.4月）

35.0%（H28）
現状値及び県の審議会等委員に占める女性の割合
の目標値を勘案し設定

20 市町村の男女共同参画計画の策定率
36.6%

（H23.4月）
50.0%（H28）

第3次計画の現状値:26.5％、目標値:70.0％及び
平成23年の現状値を勘案し設定

21
男女共同参画に関わる講座・イベン
トの開催市町村の割合

43.9%（H22） 70.0%（H28）
平成2３年度における市町村での実績等を勘案し
設定

22 県議会議員に占める女性の割合
14.6%

（H23.4月）
20.0%（H28）

割合が一番高い長野県の数値を設定
（H22.12月内閣府調査時点）

23
県の審議会等委員に占める女性の割
合

30.7%
（H23.4月）

40.0%（H28）
第3次計画の現状値:26.6％、目標値:35.0％及び
平成23年の現状値を勘案し設定

24
県(知事部局)の課長相当職以上に占め
る女性の割合

7.1%
（H23.4月）

10.0%（H28） これまでの状況及び国の指標を参考に設定

25
民間企業の課長相当職以上に占める
女性の割合

15.6%（H22） 20.0%（H28） これまでの調査結果を参考に設定

※１　平成23年度策定予定の沖縄県高齢者保健福祉計画の数値及び根拠が入ります。

※２　平成24年度策定予定の沖縄県農山漁村男女共同参画ビジョンの数値及び根拠が入ります。
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４４４４ 男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画にににに関関関関するするするする国内外国内外国内外国内外のののの動動動動きききき

年 世界年 世界年 世界年 世界のののの動動動動きききき 日本日本日本日本のののの動動動動きききき 沖縄県沖縄県沖縄県沖縄県のののの動動動動きききき

昭和昭和昭和昭和20202020年年年年 ・国際連合発足

(1945)(1945)(1945)(1945) ・｢国際連合憲章｣採択前文

で｢男女平等｣をうたう

昭和昭和昭和昭和21212121年年年年 ・国連｢婦人の地位委員

(1946)(1946)(1946)(1946) 会｣設置

昭和昭和昭和昭和22222222年年年年 ・｢日本国憲法｣施行

(1947)(1947)(1947)(1947) (男女平等が基本的人権)

昭和昭和昭和昭和50505050年年年年 ・国連国際婦人年 ・婦人問題企画推進本部設置

(1975)(1975)(1975)(1975) ・第1回世界女性会議を ・婦人問題企画推進会議設置

メキシコシティで開催

・｢世界行動計画｣採択

昭和昭和昭和昭和51515151年年年年 ・国連婦人の10年 ・労働商工部労政課に婦人行政担当

(1976)(1976)(1976)(1976) （1976～1985) 専任職員配置

国 昭和国 昭和国 昭和国 昭和52525252年年年年 ・｢国内行動計画｣策定 ・｢婦人関係行政連絡会議｣設置

連連連連 ((((1977197719771977)))) ・｢婦人問題懇話会｣設置

婦 昭和婦 昭和婦 昭和婦 昭和54545454年年年年 ・国連総会｢女子差別撤 ・生活福祉部｢青少年婦人課｣設置

人人人人 ((((1979197919791979)))) 廃条約｣採択

のののの 昭和昭和昭和昭和55555555年年年年 ・｢女子差別撤廃条約｣への署名

10101010 (1980)(1980)(1980)(1980)

年 昭和年 昭和年 昭和年 昭和56565656年年年年 ・｢国内行動計画後期重点目標｣策

(((( (1981)(1981)(1981)(1981) 定

51515151 昭和昭和昭和昭和59595959年年年年 ・｢婦人問題解決のための沖縄県行

～～～～

(1984)(1984)(1984)(1984) 動計画｣策定

60606060 昭和昭和昭和昭和60606060年年年年 ・第3回世界女性会議を ・国籍法の改正施行(父母両系血統

））））

(1985)(1985)(1985)(1985) ナイロビで開催 主義の採用)

｢婦人の地位向上のための ・｢男女雇用機会均等法｣公布

ナイロビ将来戦略｣採択 ・｢女子差別撤廃条約｣批准

昭和昭和昭和昭和61616161年年年年 ・｢男女雇用機会均等法｣施行

(1986)(1986)(1986)(1986) ・婦人問題企画推進本部の拡充(構

成を全省庁に拡大)

昭和昭和昭和昭和62626262年年年年 ・｢西暦2000年に向けての新国内

(1987)(1987)(1987)(1987) 行動計画｣策定

平成平成平成平成3333年年年年 ・｢西暦2000年に向けての新国内 ・女性副知事誕生

(1991)(1991)(1991)(1991) 行動計画｣第1次改定

・「育児休業法」公布

平成平成平成平成4444年年年年 ・「育児休業法」施行 ・総務部知事公室に｢女性政策室｣を

(1992)(1992)(1992)(1992) 設置

・｢沖縄県女性行政推進本部｣設置

平成平成平成平成5555年年年年 ・｢男女共同参画型社会の実現をめ

(1993)(1993)(1993)(1993) ざす沖縄県行動計画～DEIGOプ

ラン21～｣策定

・(財)おきなわ女性財団設立
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年 世界年 世界年 世界年 世界のののの動動動動きききき 日本日本日本日本のののの動動動動きききき 沖縄県沖縄県沖縄県沖縄県のののの動動動動きききき

平成平成平成平成6666年年年年 ・総理府に｢男女共同参画室｣設置

(1994)(1994)(1994)(1994) ・｢男女共同参画審議会｣、｢男女共

同参画推進本部｣設置

平成平成平成平成７７７７年年年年 ・第4回世界女性会議を北 ・｢育児休業法｣改正(介護休業 制

(1995)(1995)(1995)(1995) 京で開催 度の法制化)

｢北京宣言及び行動綱領」

を採択

平成平成平成平成8888年年年年 ・｢男女共同参画2000年プラン｣ ・沖縄県女性総合センタ－“てぃる

(1996)(1996)(1996)(1996) 策定 る”開館

平成平成平成平成9999年年年年 ・｢男女雇用機会均等法｣改正

(1997)(1997)(1997)(1997) ・｢介護保険法｣公布

平成平成平成平成10101010年年年年 ・｢男女共同参画社会をめざす沖縄

(1998)(1998)(1998)(1998) 県行動計画～DEIGOプラン21

～｣改定

平成平成平成平成11111111年年年年 ・｢男女共同参画社会基本法｣公布

(1999)(1999)(1999)(1999) 施行

・「改正男女雇用機会均等法｣施行

平成平成平成平成12121212年年年年 ・国連特別総会 ・｢スト－カ－規制法｣施行 ・｢女性政策室｣を｢男女共同参画室｣

(2000)(2000)(2000)(2000) ｢女性2000年会議｣を ・｢男女共同参画基本計画｣策定 に名称変更

ニュ－ヨ－クで開催 ・｢男女共同参画社会づくりに関す

｢政治宣言｣及び｢成果文 る県民意識調査｣実施

書｣を採択

平成平成平成平成13131313年年年年 ・男女共同参画局(内閣府)、男女

(2001)(2001)(2001)(2001) 共同参画会議設置

・「配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護に関する法律」施行

・第１回男女共同参画週間

平成平成平成平成14141414年年年年 ・｢沖縄県男女共同参画計画～DEI

(2002)(2002)(2002)(2002) GOプラン～｣策定

平成平成平成平成15151515年年年年 ・男女共同参画推進本部決定｢女性 ・｢沖縄県男女共同参画推進条例｣公

(2003)(2003)(2003)(2003) のチャレンジ支援策の推進につ 布・施行

いて｣

・｢次世代育成支援対策推進法｣公

布・施行

平成平成平成平成16161616年年年年 ・「配偶者からの暴力の防止及び被

(2004)(2004)(2004)(2004) 害者の保護に関する法律」改正

及び同法に基づく基本方針策定

平成平成平成平成17171717年年年年 ・第49回国連婦人の地位 ・｢男女共同参画基本計画(第2次)｣ ・所管部を知事公室から文化環境部

(2005)(2005)(2005)(2005) 委員会/「北京＋10｣ 策定 へ、｢男女共同参画室｣を「平和･

閣僚級会合開催 ・｢女性の再チャレンジ支援プラ 男女共同参画室」に改組

ン｣策定 ・｢沖縄県男女共同参画審議会規則｣

公布・施行
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年 世界年 世界年 世界年 世界のののの動動動動きききき 日本日本日本日本のののの動動動動きききき 沖縄県沖縄県沖縄県沖縄県のののの動動動動きききき

平成平成平成平成18181818年年年年 ・第１回東アジア男女共 ・男女共同参画推進本部決定｢国の ・｢沖縄県配偶者等からの暴力防止

(2006)(2006)(2006)(2006) 同参画担当大臣会合 審議会等における女性委員の登 及び被害者基本計画｣策定

用の促進について｣ ・｢女性問題懇話会｣廃止

・｢男女雇用機会均等法｣改正 ・｢沖縄県女性総合センタ－｣を「沖

縄県男女共同参画センタ－」に名

称変更し、指定管理者制度を導入

・｢男女共同参画行政推進本部｣設置

平成平成平成平成19191919年年年年 ・第2回東アジア男女共 ・「配偶者からの暴力の防止及び被 ・「沖縄県男女共同参画計画(後期)」

(2007)(2007)(2007)(2007) 同参画担当大臣会合 害者の保護に関する法律」改正 の策定

・｢仕事と生活の調和(ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗ

ﾝｽ)憲章｣及び｢仕事と生活の調和

推進のための行動指針｣策定

平成平成平成平成20202020年年年年 ・男女共同参画推進本部決定｢女性

(2008)(2008)(2008)(2008) の参画加速プログラム｣

・｢次世代育成支援対策推進法｣改

正

平成平成平成平成21212121年年年年 ・第3回東アジア男女共 ・｢ＤＶ相談ナビ｣開設

(2009)(2009)(2009)(2009) 同参画担当大臣会合 ・｢育児・介護休業法｣改正

平成平成平成平成22222222年年年年 ・第54回国連婦人の地位 ・｢第3次男女共同参画基本計画｣ ・｢沖縄県配偶者等からの暴力防止

(2010)(2010)(2010)(2010) 委員会/「北京＋15｣ 閣議決定 及び被害者支援基本計画｣改定

記念会合開催 ・｢男女共同参画社会づくりに関す

る県民意識調査｣実施

平成平成平成平成23232323年年年年 ・所管部を文化環境部から環境生活

(2011)(2011)(2011)(2011) 部へ改組

平成平成平成平成24242424年年年年 ・｢第4次沖縄県男女共同参画計画｣

(2012)(2012)(2012)(2012) 策定
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５５５５ 第第第第４４４４次沖縄県男女共同参画計画次沖縄県男女共同参画計画次沖縄県男女共同参画計画次沖縄県男女共同参画計画のののの策定経過策定経過策定経過策定経過

沖縄県男女共同参画
年月 沖縄県男女共同参画審議会 事務局

行政推進本部

H23年 ＜現計画のまとめ

５月 及び新計画骨子案の

検討＞

６月 知事からの諮問 （6/7）

第１回審議会（6/7）

・計画骨子案の検討 ＜計画素案の検討＞

７月 ◆各部照会＜素案＞

第２回審議会（7/26）

・計画骨子案及び素案の検討

８月 ◆各部照会＜指標＞

９月 第３回審議会（9/2）

・計画素案の検討 ◆各部照会＜素案＞

10月 第４回審議会（10/14）

・計画素案の検討 ◆関係課照会

＜素案＞

11月 県民意見公募（パブリックコメント）実施

＜１１月７日～１２月６日＞

12月 ◆関係課照会

＜ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ＞

H24年 第５回審議会（1/13）

１月 ・計画案の検討

２月 知事への答申 （2/3）

推進本部（2/17）

３月

計画決定・公表
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６６６６ 沖縄県男女共同参画審議会委員名簿沖縄県男女共同参画審議会委員名簿沖縄県男女共同参画審議会委員名簿沖縄県男女共同参画審議会委員名簿

任期：平成２２年２月９日～平成２４年２月８日

委員所属団体 委員氏名 備考

1 弁護士 宮﨑　政久

2 沖縄キリスト教短期大学（名誉教授） 喜友名　静子 会長

3 沖縄国際大学（総合文化学部准教授） 澤田　佳世

4 医師（産婦人科医） 宮良　美代子

5 沖縄国際大学（総合文化学部准教授） 井村　弘子  

6
財団法人沖縄県老人クラブ連合会

（常務理事兼事務局長）
知花　徳盛

7 沖縄県自治研修所講師 島袋　秀光 副会長

8
沖縄県農山漁村女性組織

連絡協議会（会長）
新立　弘子

9 連合沖縄女性委員会（元委員長） 伊佐　冴子

10 沖縄県女性団体連絡協議会（元副会長） 仲宗根　幸子

11
社団法人日本青年会議所

沖縄地区協議会（元副会長）
上原　進

12
（株）りゅうせきビジネスサービス

代表取締役社長
國吉　元

13 公　募　委　員 久手堅　憲珍

14 公　募　委　員 園崎　香代子

15 公　募　委　員 外間　克子

分野

公
募

学
識
経
験
者

関
係
団
体
等


